
二宮町告示第 158号 

 

  地方自治法第 243条の 3第 1項の規定に基づき、平成 28年度上半期の財政状況を別

紙のとおり公表する。 

  併せて、二宮町財政状況の作成及び公表に関する条例第 3 条第 2項の規定に基づき、

平成 27年度決算の概況を別紙のとおり公表する。 

 

平成 28年 11月 1日 

 

二宮町長  村 田   子 



 

平成 28 年度上半期二宮町の財政状況 

 

  二宮町では、町の財政がどのように運営され、どのような状況にあるかを町民の皆様

に広く知って頂くために、毎年 5月と 11月に財政状況を公表しています。 

  今回は、平成 28年度上半期（4月 1日～9月 30日）における財政状況、並びに平成

27年度の決算概況をお知らせします。 

 

  （一般会計） 

    平成 28 年度の当初予算額は 77 億 3,000 万円でしたが、その後、補正を経て、総

額を 78億 9,702万 3千円としました。 

・ 収入と支出の概況 

歳入の 9月末現在の収入率は 49.0％（別表１参照）で、前年度同期と比較し

て 0.5ポイントの増となっています。 

  歳入予算の中で 44.0％を占める町税は、9月末までの収入率が 55.1％で、前

年度同期と比較すると 0.6ポイントの増となりました。 

  また、歳出の執行率は 43.1％（別表 2 参照）で、前年度同期と比較して 1.1

ポイントの増となりました。 

・ 住民の負担の概況 

  住民の皆さんの町税負担額を算出してみますと、一世帯当たり 30 万 7,938

円、町民一人当たり 12 万 3,040 円（別表 3 参照）で、前年度同期と比較して

一世帯当たりでは 4,887円の増、一人当たりでは 335円の増となりました。 

・ 町債の借入金現在高 

  町債は、公共施設の整備等で一時的に多額の費用が必要となった場合に、将

来の負担を考慮しつつ長期の資金を借り入れるものです。 

  9月末の町債の現在高は 70億 6,766万 1,410円（別表 4参照）で、前年度同

期と比較して 1億 1,334万 5,889円の減となりました。 

  また、下水道事業会計分を含めた一世帯当たりの町債残高は 117 万 646 円、

町民一人当たりの町債残高は 46 万 7,745 円で、前年度同期と比較して一世帯

当たり 1,565円の減、一人当たり 6,884円の減となりました。 

・ 一時借入金の現在高 

  一時借入金とは、会計年度内において現金が不足した場合に、その不足を補

うため借入することをいい、9月末現在の現在高はありません。 

・ 基金 

  基金は、整備に多額の費用を必要とする公共施設の建設費に充てるためや財

源を補うためなど特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てる積立基金

となっています。 



  9月末現在の基金現在高は 8億 9,108万 634円（別表 5参照）で、前年度同

期と比較して 1 億 7,151万 1,022 円の増となっています。一世帯当たりの基金

現在高は 7万 8,927円、町民一人当たりの基金現在高は 3万 1,536円で、前年

度同期と比較して一世帯当たり 1 万 6,540円の増、一人当たり 6,276円の増と

なっています。 

 

  （特別会計） 

・ 国民健康保険特別会計 

  国民健康保険特別会計の予算額は、当初 36億 3,161万 5千円でしたが、9月

補正により総額を 36億 5,368万 6千円としました。 

  収入及び支出の概況については別表 6、基金については別表5のとおりです。 

・ 後期高齢者医療特別会計 

  後期高齢者医療特別会計の予算額は、当初 7 億 9,608 万円で、9 月補正によ

り総額を 8億 2,463万円としました。 

  収入及び支出の概況については、別表 7のとおりです。 

・ 介護保険特別会計 

  介護保険特別会計の予算額は、当初 24億 105万円でしたが、9月補正により

総額を 24億 9,175万円としました。 

  収入及び支出の概況については別表 8、基金については別表5のとおりです。 

・ 下水道事業特別会計 

  下水道事業特別会計の予算額は、当初 9 億 5,360 万 6 千円でしたが、9 月補

正により 9億 4,935万円としました。 

  収入及び支出の概況については別表 9、町債残高については別表 4 のとおり

です。 

 

最後に、最近の経済情勢を見ますと国内景気は力強さを欠くものの、一部で持ち直し

の動きを見せています。しかし、社会保険料の増加や若年層を中心とした将来不安が消

費の抑制要因となり、個人消費は伸び悩んでいます。国による経済政策による公共投資

の増などを背景に、景気の回復基調が続く見通しでありますが、個人消費の伸び悩みに

より、景気回復ペースは緩やかにとどまる見通しとなっています。 

町としても、生産年齢人口の減に伴う町税収入の減収や少子高齢化に伴う扶助費の増

加は大きな懸念材料となっており依然として厳しい財政運営が続くことが予測されま

す。 

子育て施策を中心とした定住人口の確保に取り組むことで生産年齢人口の増により

町税収入を確保するとともに、各種事業について今一度精査することにより、効率的か

つ効果的な財政運営に努めてまいります。 



別表 １  歳 入 （単位  円 ・％）

28年度 27年度
1．町税 3,476,618,000 1,913,958,134 55.1 54.5
2．地方譲与税 58,000,000 16,376,000 28.2 29.6
3．利子割交付金 8,400,000 1,472,000 17.5 46.2
4．配当割交付金 35,000,000 5,503,000 15.7 30.4
5．株式等譲渡所得割交付金 20,000,000 0 0.0 0.0
6．地方消費税交付金 410,000,000 230,700,000 56.3 80.4
7．ゴルフ場利用税交付金 8,000,000 3,611,223 45.1 43.1
8．自動車取得税交付金 20,000,000 8,528,000 42.6 50.6
9．地方特例交付金 17,079,000 17,079,000 100.0 100.0
10．地方交付税 1,159,709,000 803,726,000 69.3 67.5
11．交通安全対策特別交付金 4,000,000 2,107,000 52.7 55.9
12．分担金及び負担金 178,005,000 56,365,438 31.7 13.5
13．使用料及び手数料 191,602,000 90,597,805 47.3 41.8
14．国庫支出金 824,190,000 302,853,166 36.7 35.6
15．県支出金 514,734,000 147,200,273 28.6 29.3
16．財産収入 11,238,000 10,725,234 95.4 115.0
17．寄付金 2,407,000 2,993,574 124.4 72.2
18．繰入金 85,041,000 0 0.0 0.0
19．繰越金 221,477,000 221,477,858 100.0 100.0
20．諸収入 108,823,000 31,027,437 28.5 31.6
21．町債 542,700,000 0 0.0 0.0

合　　　　計 7,897,023,000 3,866,301,142 49.0 48.5

別表 ２  歳 出 （単位  円 ・％）

28年度 27年度
1．議会費 126,667,000 66,209,283 52.3 54.4
2．総務費 1,241,709,000 532,630,963 42.9 37.2
3．民生費 2,790,206,000 1,294,534,576 46.4 47.1
4．衛生費 983,352,000 273,880,511 27.9 29.0
5．農林水産業費 77,792,000 28,230,887 36.3 42.1
6．商工費 71,467,000 58,126,063 81.3 76.5
7．土木費 776,249,000 429,470,040 55.3 50.2
8．消防費 469,885,000 173,870,309 37.0 41.9
9．教育費 679,358,000 280,592,978 41.3 38.6
10．災害復旧費 3,000 0 0.0 0.0
11．公債費 653,871,000 269,144,785 41.2 40.7
12．予備費 26,464,000 0 0.0 0.0

合　　　　計 7,897,023,000 3,406,690,395 43.1 42.0

別表 ３  住民負担の状況 （単位  円 ・世帯 ・人）
区　　分 28年9月30日現在 27年9月30日現在

一世帯当たり（予算総額） 699,471 693,586
町民一人当たり（予算総額） 279,481 280,833
一世帯当たり（町税予算額） 307,938 303,051
町民一人当たり（町税予算額） 123,040 122,705

区　　分 28年9月30日現在 27年9月30日現在

世     帯     数 11,290 11,534
人          口 28,256 28,486

※ 世帯数及び人口は、平成27年国勢調査確報値を基準人口とした推計人口による。

収　入　割　合

支　出　割　合

款 予　算　現　額 収　入　済　額

款 予　算　現　額 支　出　済　額

増　減　額
5,885

△ 1,352
4,887

増　　　減
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別表 ４  町債の内訳
（１） 一般会計
（借入先別） （単位  円 ・％）

借　　入　　先
政府資金
県貸付金
市町村振興協会
その他の金融機関

合　　　　計

（事業別）
事　　業　　別

厚生福祉
衛生施設
道路（エレベーター）
公園
消防施設
学校
生涯学習センター
臨時財政対策債
減税補てん債
臨時税収補てん債

合　　　　計

（2） 下水道事業特別会計
（借入先別） （単位  円 ・％）

借    入    先
政府資金
地方公共団体金融機構
県貸付金
その他の金融機関

合　　　　計

（事業別）
事    業    別

公共下水道事業
流域下水道事業

合　　　　計

(3) 町債残高の合計 (単位  円）
区　　分 28年9月30日現在 27年9月30日現在

一般会計 7,067,661,410 7,181,007,299
下水道事業会計 6,148,928,374 6,339,278,244

合　　　　計 13,216,589,784 13,520,285,543

(4) 住民一人当たりの町債残高の状況  （単位  円 ・世帯 ・人）
区　　分 28年9月30日現在 27年9月30日現在

 一 世 帯 当 た り 1,170,646 1,172,211
 町 民 一 人 当 た り 467,745 474,629

区　　分 28年9月30日現在 27年9月30日現在

世     帯     数 11,290 11,534
人          口 28,256 28,486

※ 世帯数及び人口は、平成27年国勢調査確報値を基準人口とした推計人口による。
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別表 ５  基金の内訳

（1） 積立基金 (単位  円）

基              金 平成28年3月末現在高 平成28年度上半期増減

財政調整基金 138,047,264 150,006,646

公共施設整備基金 39,607,510 50,603,188

地域福祉基金 94,011,097 1,654,000

みどり基金 10,513,843 1,169,000

図書館基金 3,253,449 1,555,000

国民健康保険財政調整基金 19,463,282 100,000,000

介護給付費準備基金 191,086,438 48,857,000

災害対策基金 652,917 40,600,000

合　　　　計 496,635,800 394,444,834

（2） 基金残高の合計 (単位  円）

区　　分 28年9月30日現在 27年9月30日現在

積立基金 891,080,634 719,569,612

合　　　　計 891,080,634 719,569,612

（3） 住民一人当たりの基金残高の状況 （単位  円 ・世帯 ・人）  

区　　分 28年9月30日現在 27年9月30日現在

 一 世 帯 当 た り 78,927 62,387

 町 民 一 人 当 た り 31,536 25,260

区　　分 28年9月30日現在 27年9月30日現在

世     帯     数 11,290 11,534

人          口 28,256 28,486

※ 世帯数及び人口は、平成27年国勢調査確報値を基準人口とした推計人口による。
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別表 ６  国民健康保険特別会計

（1） 歳 入      （単位  円 ・％）
款 予　算　現　額 収　入　済　額

1．国民健康保険税 733,738,000 296,926,433
2．国庫支出金 515,270,000 256,451,000
3．療養給付費交付金 85,769,000 30,559,000
4．前期高齢者交付金 1,183,750,000 384,707,273
5．県支出金 222,822,000 5,820,000
6．共同事業交付金 664,643,000 334,607,606
7．財産収入 29,000 0
8．繰入金 178,944,000 160,147,000
9．繰越金 65,714,000 65,714,454
10．諸収入 3,007,000 3,343,523

合　　　　計 3,653,686,000 1,538,276,289

(2） 歳 出      （単位  円 ・％）
款 予　算　現　額 支　出　済　額

1．総務費 39,149,000 19,358,247
2．保険給付費 2,196,510,000 1,013,038,485
3．後期高齢者支援金等 438,848,000 208,023,525
4．前期高齢者納付金等 435,000 152,872
5．老人保健拠出金 17,000 12,984
6．介護納付金 147,572,000 75,192,934
7．共同事業拠出金 771,049,000 321,269,500
8．保健事業費 28,865,000 1,884,193
9．基金積立金 29,000 0
10．公債費 37,000 0
11．諸支出金 14,808,000 9,816,212
12．予備費 16,367,000 0

合　　　　計 3,653,686,000 1,648,748,952

別表 ７  後期高齢者医療特別会計

（1） 歳 入 （単位  円 ・％）
款 予　算　現　額 収　入　済　額

1．後期高齢者医療保険料 402,974,000 177,249,060
2．繰入金 371,138,000 125,000,000
3．繰越金 30,459,000 30,459,257
4．諸収入 20,059,000 567,660

合　　　　計 824,630,000 333,275,977

(2） 歳 出 （単位  円 ・％）
款 予　算　現　額 支　出　済　額

1．総務費 9,575,000 5,020,358
2．後期高齢者医療広域連合納付金 761,233,000 276,559,416
3．保健事業費 22,312,000 671,195
4．公債費 37,000 0
5．諸支出金 1,587,000 727,410
6．予備費 29,886,000 0

合　　　　計 824,630,000 282,978,379
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3.0

0.0

収　入　割　合
44.0
33.7

2.8
100.0

0.0

89.5

収　入　割　合
40.5

42.1

6.5

0.0

0.0

51.0

35.1

41.7

特　別　会　計

49.4
46.1

76.4

100.0
111.2

0.0

35.6

2.6
32.5



別表 ８  介護保険特別会計

（1） 歳 入 （単位  円 ・％）
款 予　算　現　額 収　入　済　額

1．保険料 540,984,000 276,687,746
2．使用料及び手数料 372,000 90,000
3．国庫支出金 487,121,000 241,377,000
4．支払基金交付金 645,397,000 251,482,000
5．県支出金 337,824,000 131,652,202
6．繰越金 86,888,000 86,888,234
7．財産収入 109,000 0
8．繰入金 393,035,000 209,000,000
9．諸収入 20,000 85,901

合　　　　計 2,491,750,000 1,197,263,083

(2） 歳 出 （単位  円 ・％）
款 予　算　現　額 支　出　済　額

1．総務費 55,449,000 25,874,801
2．保険給付費 2,292,047,000 835,768,935
3．地域支援事業費 56,784,000 31,071,204
4．財政安定化基金拠出金 1,000 0
5．基金積立金 37,611,000 0
6．公債費 37,000 0
7．諸支出金 48,821,000 8,255,504
8．予備費 1,000,000 0

合　　　　計 2,491,750,000 900,970,444

別表 ９  下水道事業特別会計

（1） 歳 入 （単位  円 ・％）
款 予　算　現　額 収　入　済　額

1．分担金及び負担金 13,521,000 8,523,970
2．使用料及び手数料 255,658,000 83,484,246
3．国庫支出金 105,000,000 0
4．繰入金 391,186,000 326,000,000
5．繰越金 4,480,000 4,480,121
6．諸収入 5,000 0
7．町債 179,500,000 0

合　　　　計 949,350,000 422,488,337

(2） 歳 出 （単位  円 ・％）
款 予　算　現　額 支　出　済　額

1．総務費 195,151,000 80,811,797
2．事業費 233,027,000 53,311,188
3．公債費 520,172,000 257,403,659
4．予備費 1,000,000 0

合　　　　計 949,350,000 391,526,644
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